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はじめに 
 

本書は、「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業/ポルトガル共和国における自

動ディマンドレスポンス実証事業」の個別テーマの事後評価に係る報告書であり、ＮＥＤＯ技術委員・

技術委員会等規程第２９条に基づき「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業/

ポルトガル共和国における自動ディマンドレスポンス実証事業」事後評価委員会を設置し、事業評価実

施規程に基づき、評価を実施し、確定した評価結果を評価報告書としてとりまとめたものである。 
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「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業/ポルトガル共和国における自動ディマンドレ

スポンス実証事業」個別テーマ／事後評価委員会 
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第 1 章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

事後評価委員会コメント及び評点の集約結果 
 
1. 総合評価 
＜総合評価＞ 
・ポルトガル共和国における自動デマンドレスポンス実証事業が、予定通り実施され、数多くの成果が得られた

ことに対して、深く敬意を表するものである。 
・再エネ電源の導入比率が高い電力系統において、不足する調整力を、需要家側のリソースから確保することに

よって電力系統の安定運用ひいては再エネ導入量の拡大をはかるという取り組みは、わが国だけではなく世界的

に注目・検討されてきている。その中で、本実証では Power to Heat システムを需要家リソースとして活用する

ために、「蓄冷機能を付加したビル用マルチエアコン（VRV）」をベースとし、それらを需要、市場価格などの予

測と組み合わせてデマンドレスポンス（DR）を行う ADR（自動デマンドレスポンス）システムおよび VPP（バ

ーチャルパワープラント）システムを構築し実証を行った。デマンドレスポンスとしての要件は、応答の成功率や

応答時間によって評価され、技術的には概ね問題ないレベルであることが実証された。また、需要家への影響につ

いても、DR 中も快適性が確保されていたとの結論が得られた。ただし、空調および建物電力需要が DR のフレキ

シビリティポテンシャルと相関性があり、需要の予測精度が DR の成功率に大きく影響する。このため、アグリ

ゲーション効果も含め、一日単位での予測を行うなど予測性の改善が重要であるとの指針を得ている。 
・一方で、本実証をビジネスモデルとして考えていく際には、電力小売事業者やアグリゲーターとの協業におけ

るキーコンテンツとしつつ、エネルギーを含むサービスソリューション全体としてのユーザーメリットを創出す

ることによって、空調システム導入のインセンティブを高め、フレキシビリティの量を確保した上で、複数物件に

おける空調リソースを束ねるアグリゲーションが必須であることが検討されている。そして、そのためには DR 対

応の機器制御およびシステムの標準化、機器の接続コストの低減によってコスト削減を図る努力が必要であると

の結論が得られている。非常に重要な知見であり、欧米諸国はもとより我が国において、本システムを普及させて

いくための指針となるであろうと考えられる。今後の展開を大いに期待する。 
・ADR や VPP に関し、ヒートポンプ空調機が、何がどこまでできるのか、先行する欧州の電力市場で実際にや

ってみた、さらに多くの成果・ノウハウも得られている、という点で、高く評価できる実証事業である。“よくや

った”といえる事業ではないか。 
・将来的なカーボンニュートラルの達成が世界共通の課題となりつつある中において、変動性再生可能エネルギ

ーの導入拡大とともに課題となる柔軟性の確保に向けて、空調資源を ADR に活用するという実証のテーマ設定は

時代の流れに沿ったものと評価出来る。また、対象地域として、変動性再エネの導入拡大が進んでおり、かつ空調

需要の増加も想定される欧州南部、ポルトガル共和国を選んだ視点も適切と考えられる。さらに、実証の結果とし

て、事前に掲げていた目標設定に対し、応答速度は十分に達成、応答成功率は一部の施設のみの達成という結果で

あったが、応答成功率についても課題を明らかにした上で、改善方策まで検討されており、事業者の前向きな姿勢

が示されている点も評価に値する。 
・再生可能エネルギーの利用面での技術として、我が国が誇る蓄熱式ヒートポンプ空調に着目し、市場先進国で

実証成果を上げた点が高く評価される。また、本事業の成果を通じて、当該技術の国内普及拡大、さらには海外展

開に発展することを期待する。さらには市場設計が進む国内への議論展開にも大きく期待できる。 
・空調技術の活用によるデマンドレスポンスの進展は、長く有用な技術として議論されていたが、これまでに実

証事業としての知見は乏しかったと思われる。本事業により実証を通じたデータや知見が得られ、その事業普及

性も踏まえた検証が進展したことは非常に意義深いことと評価できる。NEDO による適切なマネジメントのもと

で、国際協力の枠組みの中で同事業が適切に実施されたことを高く評価したい。 



 
2. 各論 
2.1. 事業の位置付け・必要性について  

＜今後に対する提言＞ 
・事業として実施するには、さらなる実証も必要と思われる。今後とも、NEDO が関与して、成果の国際的な展

開を推進して欲しい。 
・マネタイズの観点からは更に検討が必要と思われるが、過剰なスペックを求めてコストが増大することのない

ようシステムの簡略化なども検討して欲しい。また、ADR の対象として、空調資源の他に、給湯資源なども含め

たパッケージとしてのサービス展開も検討して欲しい。また、カーボンニュートラルの実現に向けては、低温熱源

の電化を進めることが非常に重要であり、現状の市場の趨勢のみにとらわれず、幅広い可能性を模索して頂きた

い。 
・本事業成果で得られた蓄熱式ヒートポンプ空調の制御性データを、日本での市場設計・要件にあてはめた際、ど

のような市場メニューで参入できるか等について、可能であれば事後での評価も追加いただき、国のＥＲＡＢ（エ

ネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス）検討会等へ反映していただくとよいと思う。 
・小規模リソースをアグリゲートしてフレキシビリティを提供するためには、より多くのリソースを集約する必

要があるため、種別の異なる建物や需要を対象として規模を拡大することが次の段階としては求められるであろ

う。ただし、実証事業の大規模化には限度があると思われるため、将来同様の事業が拡大した場合に想定されるリ

ソース（建物の種類や地域など）の種類を改めて分析し、一層のアグリゲーションを想定した場合の解析がより現

実的なものとなるように、慎重に適用対象の需要家を選定することが重要になると思われる。 
・ポルトガルとの国際協力を引き続き進展する上では、当該技術のみならず、系統運用者の知見も交えながら電

力システムの運用制御全般に係る課題を共有することで、よりデマンドレスポンスに期待される技術を明らかに

していくことも重要と感じている。 

＜肯定的意見＞ 
・意義については、実証事業の対象となるポルトガル国おいて、再エネの導入状況および脱炭素化の目標の観点

から、日本の将来課題を先取りする実証地域として望ましいものであったと考えられる。また、わが国において

も、すでに 2016 年度から 2020 年度までバーチャルパワープラント構築実証事業が行われ、主に分単位でエネル

ギーリソースを制御する技術等を確立すると共に、分散型エネルギーリソースの普及拡大を図っているところで

ある。従って、自動デマンドレスポンス技術（ADR）については、我が国が強みを有する技術と言える。さらに、

グローバルな空調・エアコン市場において、日本企業はシェアの約 3 割を占めていることから、空調システムか

らフレキシビリティ提供を行う技術が確立されれば、わが国の優れた技術として、グローバルに展開していくこ

とが可能になるものと期待できる。以上のことから、本実証事業の意義は極めて高いものと考えられる。 
・政策的必要性については、①VPP ビジネスが、再生可能エネルギー電源比率が高く、電力市場設計の進んだ欧

州諸国や米国の一部の地域で進展していること、②デマンドレスポンスとして、最もポテンシャルの大きい需要

分野は空調であること、③世界の空調ストックは今後、大きな成長が見込まれていること、から欧米において当該

技術の普及につながる見通しが立っており、その意味で政策的必要性は極めて高いものであったと考えられる。

また、日本のエネルギー基本計画に基づけば、将来的には、ポルトガルと同様の再エネ導入状況になることが予想

され、日本の将来課題を先取りして新技術を実証するという点においても、政策的必要性は認められる。 
・NEDO 関与の必要性については、本実証事業を円滑に遂行していくためには、官民一体となった取り組みが必

要であり、民間企業の海外市場での取り組みをサポートするという点で NEDO が関与する必要性は認められる。

実際、ポルトガル政府との意見交流などを通じ事業フレームを形成すると共に、基礎調査を通じたポルトガル政

府機関との協議等を通して環境・エネルギー転換省傘下の LNEG（国立エネルギー地質研究所）と MOU を締結

し、両国の各企業・団体において協力関係が構築されている。 



 
2.2. 実証事業マネジメントについて  

・ヒートポンプ空調に関し、日本は世界的に高い技術力を有している。この技術を国際展開し、世界の省エネ推

進・温暖化防止に貢献することは非常に重要である。NEDO が主導し、高い技術力を有する国内メーカーが参画

し、先行している欧州の電力市場でヒートポンプ空調機による ADR と VPP の実証事業を行ったことは、非常に

大きな意義がある。 
・再生可能エネルギーの大量導入が不可避となっている状況において、需要側のリソースを活用した ADR を活用

していくことは非常に重要である。また、需要側のリソースとして今後も普及拡大が期待される空調設備に着目

した点も合理的である。さらには、今後の空調需要の拡大が期待される欧州をフィールドとする際、民間のみで実

証事業を進めることは難しいと考えられ、NEDO が関与した点も妥当と考える。 
・本事業は我が国がリードするヒートポンプ式空調機および蓄熱を活用したデマンドレスポンスの実証事業であ

り、事業の位置づけとして適切である。また実証フィールドとして、市場化が先行するポルトガルを選定してお

り、日本で検討が進んでいる市場設計議論に反映できる点からも有益である。さらに、このような実証は相手国と

の信頼関係が不可欠であり、民間のみならず NEDO が関与する事業として適切である。 
・再生可能エネルギーの普及拡大が進展する中で、空調を用いたデマンドレスポンスのメカニズムを構築してい

くことは非常に意義深い課題であると思われる。本事業では具体的に空調に係る電力需要を制御する一連のシス

テムを構築し、実証を通じて空調機器ならではの特性が明示されるなど、貴重な成果が得られたと評価できる。特

に空調機器に関して高いシェアを有する日本の技術を活用しながら再生可能エネルギーの普及拡大や脱炭素に貢

献する趣旨となっており、日本の強みを活かした事業である。また、NEDO によるサポートを通じて、相手国と

の関係を構築しながら事業が進められており、公共性が高い事業が適切に実施されたと評価できる。 
＜改善すべき点＞ 
・ポルトガル政府との政治・経済的な関係を考慮した効果的なアプローチとなっていたかどうかは疑問が残る。

対象国の選定に際しては、より透明性が求められよう。 
・予算上の制約もあるとは思うが、日本には優れたヒートポンプメーカーが数社あり、できれば、複数社がそれぞ

れ実施するような事業であったら、なお良かったと思われる。可能性が高い分野に集中投資をする考え方が必要

ではないか。 
・空調の場合、DR 資源に期待される要素の 1 つである持続性という点では弱いところがあり、給湯など他の需要

側リソースと組み合わせた実証も検討してみて良かったのではないか。 
・当該技術の実証に際して、日本の有する空調技術のどのような点が特に貢献できると考えられるか、その利点

を明らかにすることができれば、更に日本の技術を活用することの有用性を示すことができたと考えられる。ま

た、デマンドレスポンスという技術に着目すると同時に、電力システムの運用・制御の全般にわたる技術課題の共

有を進める構想も組み込まれていれば、今後の検討にもつながる一層の知見を蓄積できたとも思われる。 

＜肯定的意見＞ 
・相手国との関係構築の妥当性については、「実証事業開始までの経緯」を鑑みると、ポルトガルにおいて基礎調

査、実証前調査（FS）を行うなど、関係構築を適切に行っていたと評価できる。また、適切な役割分担、経費分

担、必要な資金負担、協力が得られるようにポルトガル国立エネルギー地質研究所（LNEG）との間で MOU（基

本協定書）、IA（施行協定書）を、リスボン市との間で IA（施行協定書）を締結しており（具体的な協定の中身は

不明）、相手国との関係構築は妥当であったと評価できる。 
・実施体制の妥当性については、MOU 締結の他、定期的（年 2～3 回）に相手国を含む関係者を招聘し、Project 
Board Meeting を開催することで、プロジェクトの進捗や課題を把握し、綿密な調整・検討のもと適切なマネジ

メントを実施している。また、委託先は、実証 VPP パートナー企業を外注先として選定すると共に、対象国のサ

イト企業（ADR 実証パートナー企業）との間で ID（協定付属書）を結ぶなど適切な協力体制の下で実証事業を展



 
2.3. 実証事業成果について  

開していた。さらに、国内アドバイザリー委員会を設置し、実証事業の実現に向けた助言を得ていた。また、「国

際実証におけるリスクマネジメントガイドライン」に基づき、国際実証を実施する上でのリスク要因について、

NEDO と事業者で議論を行い、想定されるリスクに対する対応計画を検討・策定し、事業に臨んでいた。 
・事業内容・計画の妥当性については、蓄冷ストレージ付き空調システムを制御に活用する場面を、大きく ADR
システムと VPP システムに分け、２つの事業コンポーネント（①ADR/VPP オペレータ、②ビル用マルチエアコ

ン VRV を対象とする空調 ADR オペレータ）の実証と、全体の経済性評価を実施項目・内容として挙げており具

体的である。また、実証事業期間を約 3 ヶ月延長し、暖房によるデマンドレスポンスを追加実施するなど、事業

の進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機敏かつ適切に対応していた。 
・相手国との関係構築や実証実施体制の構築、関係個所との会議体の設置やアドバイザリー委員会の設置などを

行うことで、事業が円滑に推進され、さらにきちんと成果が創出されている点を高く評価したい。 
・相手国との関係構築について、苦労もあったようだが、定期的なミーティングの実施など、事業終了まで一貫し

て良好な関係を築けていたと認識している。また、委託先の体制も、今回の事業を遂行する上で適切なパートナー

が選ばれていたと考えられる。 
・相手国側においても実証推進体制の枠組みが形成され、複数の実証フィールドが提供されたことが評価できる。

さらに日本側においては、外部有識者による評価・チェック体制が組み込まれ、情勢変化に対応した実証マネジメ

ントがなされた。具体的には、当初計画では冷房による実証のみとしていたところ、冬季暖房調整によるデマンド

レスポンス実証を追加したなど、柔軟な推進がなされた。 
・事業全体を通じて、相手国との関係性や協力体制については妥当であったと認められる。特に事業の進捗状況

を勘案して、アドバイザリー委員会を実施する体制を新たに構築し、プロジェクトの実施対象を柔軟に冬季暖房

需要にまで拡張した点は評価できる。費用項目や経費、金額規模についても適切である。 
＜改善すべき点＞ 
・計画時点で、ADR システム、VPP システムそれぞれに対してどのような「想定された課題」（事業の結果とし

て明らかとなった課題ではなく、事業を開始する際に想定された課題）があり、それを解決するためにどのような

方針を立てたのかが必ずしも明確ではない。KPI の目標値はそうした事前の詳細検討の下に設定されるべきであ

る。また、委託対象経費について、費用項目や経費、金額規模は適切であったかどうかを判断する材料を示すべき

と考える。 
・実証を進めるにあたり、様々な苦労や課題解決があったと思われる。これらは成果として表に現れにくいと思

われるが、ノウハウなどとしてきちんと蓄積し、今後の展開に活かして欲しい。 
・事業全体を通じて、必ずしもポルトガルでの実証が必要では無いようにも感じられる。この点は、将来的に同様

の技術を日本において実施することを見通して、ポルトガルと日本での実施環境の差異や日本で適用する上での

課題などを明確にしておくことで、よりポルトガルで実施することの意義が明確になったと思われる。また、事業

成果の一環として述べられている通り、異なる実証ビルをアグリゲートしていくことでより安定的な応答が得ら

れることが予想される。このような集合化を見据えた実証につなげるために、サイト数の妥当性については事前

にもう少し解析がなされていても良かったと感じられる。 

＜肯定的意見＞ 
・事業内容・計画の達成状況と成果の意義（省エネ又は代エネ・CO2 削減効果を含む）に関して、「応答速度」に

ついては、ADR システム、VPP システムとも、2~3 分以内の応答を達成しており優れた性能が得られている。一

方、「応答成功率」においては、必ずしも十分な達成度が得られなかったケースもあったが、その原因が空調およ

び建物電力需要の予測精度によるものであり、日中での予測アップデートやアグリゲーション効果を考慮するこ

とによって、こうした課題を解決可能であるとの見通しが立っている。また、本実証を通じて、上位アグリゲー



ターと下位アグリゲーターとの契約における標準化・規格化が重要であるとの知見も得られており、設定された

事業内容・計画以外にも成果があったと言える。さらに、デマンドレスポンスによって消費電力量およびピーク

負荷が削減されると共に化石燃料による発電所の設備容量を削減することが可能となり、省エネ・代エネ効果、

CO2 削減効果が認められる。なお、一般的に、需要家の快適性と DR 成功率はトレードオフの関係になるが、今

回は蓄冷タンクユニットを設置することで、両者を同時に満たすことを目指しているものと理解している。この

点は本システムの特長、メリットであると評価できる。 
・今回の実証で、ADR や VPP に関し、ヒートポンプ空調機が、どのようなことが、どの程度、できるのか、現

実の市場において明らかになった点を高く評価したい。 
・事業の成果指標である KPI に照らしてみると、実施者自身の評価のとおり、応答速度に関しては十分に達成し

たと評価できる。応答成功率については必ずしも十分ではなかったが、予測精度の向上方策として複数の建物を

アグリゲーションした場合のシミュレーションを実施しており、電力需要のばらつきの低減が期待される結果を

提示した点も評価出来る。 
・我が国がリードする空調・蓄熱式のデマンドレスポンス効果について、先進市場であるポルトガルで実証し、

一定の効果を確認した点は評価できる。 
・複数年にわたる制御結果を蓄積し、さらに事業の普及可能性についての解析が進められ、適切に事業内容およ

び計画目標が達成できていたと評価できる。過冷却方式および凝縮方式のそれぞれについて応答の違いが明示さ

れ、それを統合した形での需要調整の応答結果が整理されたことは大変有意義な結果である。また、空調フレキ

シビリティシステムの構築により、室内環境の快適性への影響が合わせて評価されたことも重要な知見である。

日本でも今後一層のフレキシビリティが電力システムにおいて求められると思われる中、得られた知見が今後の

アグリゲーションビジネスの諸検討にしっかりと活用されていくことを期待したい。 
＜改善すべき点＞ 
・予測の精度と応答成功率の関係性を統計的に明らかにしていただけると、今後につながる知見となると期待で

きる。 
・今回の実証では、ヒートポンプ空調機そのものよりも、ADR や VPP を行うためのシステム構築に費用がかか

ったと思われる。このコストダウンの方策について、より検討を進めて欲しい。 
・応答成功率については一部のサイトでの達成に留まっており、十分に達成出来たとは言い難い。需要の予測精

度の向上に加えて、予測しやすい建物を対象としていくことが考えられる。 
・特に蓄熱式という観点から、蓄エネによる制御性上昇度合いの効果についての言及があるとよかった。単純な

空調制御との違いが分かりにくい。また、想定されるユースケースは複数あるため、ユースケースに応じたデマ

ンドレスポンス制御方法やそれに応じた応答性（kW、ΔkW）の高さ・スピード等をユースケースごとに個々に

評価すること、さらには他のリソースとの比較検証（例；蓄熱と蓄電との比較）等があると、もっと素晴らしい成

果になったのではないかと思う。 
・KPI の評価に係る応答成功率の指標については、その設定根拠が明確でないと感じられる。また、成功率が低

い季節等もあり、確実性の高い結果とは言い難い側面もある。現実には VPP 事業者により、空調需要を他の制御

資源と組み合わせて使用されると考えられることから、本事業における成功率が低い場合に直ちに問題になると

は限らないが、より確度の高い制御を実現するために更なる工夫が必要であると思われる。特に需要予測の精度

と成功率との関係性については、さらに詳細に分析することができたとも考えられ、今後の課題としてしっかり

と引き継ぐことが重要である。 
・需要家への影響については、アンケート調査の結果、ならびにセンサーによる室内温度の変化幅の観点から、

快適性が確保されていたとの結果が示されている。この点に異存は無いものの、快適性が優先されて応答成功率

が目標に到達できていないケースも一定数あると考えられることから、応答成功率と快適性との関係については

更に分析を深める必要があるともおもわれる。 



 
2.4. 事業成果の普及可能性  
＜肯定的意見＞ 
・事業成果の競争力については、空調負荷率からフレキシビリティとして活用できる潜在的な可能性（需要見込

み）はあるものと期待される。ただし、制御に活用できるポテンシャルにおいては時間依存性があり、いつでもど

こからでも DR の制御に活用できるわけではない。このため、一日単位での予測とマネジメント、および複数リ

ソースをアグリゲートした建物全体での予測とマネジメントによって、制御のポテンシャルの拡大が期待できる。

また、様々なフレキシビリティリソース（競合他者）のコスト効率、普及性が比較されている。その上で、本シス

テムの強み・弱みの分析が次のように適切になされている。「本システムは非常に小さい追加的コストでフレキシ

ビリティを創出できる可能性があるが、個々の機器における調整余力は小さく、アグリゲーションによる調整力

確保が求められることからも、データ取得や制御における通信やクラウドシステム等のコストが費用を圧迫する

リスクがある。また、小規模なアグリゲーションは、コストの割合が相対的に高い。」 
・ビジネスモデル、政策形成・支援措置については、ポルトガルおよびドイツ、フランス、イギリスでの普及に向

けて、「卸市場調達リスク/コスト低減」、「インバランスリスク/コスト回避」、「アンシラリーサービス」の３つのユ

ースケースに基づく具体的なビジネスモデルが検討されている。その上で、「電力市場での取引をベースとするユ

ースケースにおいては、市場から得られるインセンティブのみで事業モデルを構築することはフレキシビリティ

創出のための実装及び運用コストを勘案すると課題が多いが、DR/VPP を電力事業者との協業におけるキーコン

テンツとしつつ、エネルギーを含むサービスソリューション全体としてのユーザーメリットを創出することによ

り、その可能性は十分あると考えられる。」との結論を得ている。そのためには、付加価値の増大、導入・運用コ

ストの改善や政策形成・支援措置等が必須であり、具体的な指針として、①空調を含むエネルギーサービスソリュ

ーションによる付加価値提供（インセンティブの最大化）、②DR 対応の機器制御およびシステムの標準化、機器

の接続コストの低減（コスト削減）、③ZEB やスマートビルの要件として、建物から創出されるフレキシビリティ

の評価・認証（制度構築に向けたロビー）を挙げ、詳細に検討されている。これらについては、日本企業が継続的

に事業に関与できるスキームとなっていると考えられる。 
・対象国・地域又は日本への波及効果の可能性については、デマンドレスポンスによって消費電力量およびピー

ク負荷が削減されると共に化石燃料による発電所の設備容量を削減することが可能となり、省エネ・代エネ効果、

CO2 削減効果が認められる。 
・今回は一か国だけの実証であるが、得られた成果・ノウハウをベースにすれば、欧州他国や東南アジアへ事業成

果の展開ができる可能性は十分あると思われる。 
・欧州（とりわけ南部）において、空調需要自体が増加することは明白であり、変動性再エネの導入拡大も進むこ

とから、市場の拡大は十分に期待出来ると考えられる。また、ビジネスプランについては、公表情報だけでは評価

コメントを付記しづらいところであるが、今回の実証での成果を踏まえ、電力市場においてどのようなサービス

を提供することで対価が得られるか、適切な検討がなされていた。 
・市場先進国であるポルトガルでの実証成果を通じて、我が国の市場設計検討・議論への反映を大いに期待した

い。 
・フレキシビリティを提供できる他のリソースとの比較を通じながら、当該技術のコスト面での優位性が多角的

に検討されている。小規模リソースのアグリゲーションによるアンシラリーサービスとしての実効性にも言及さ

れており、非常に価値ある検討結果が示されていると評価できる。 
＜改善すべき点＞ 
・我が国の得意とする「省エネ・代エネ効果、CO2 削減効果」を付加価値の中に取り込むような事業スキームと

することで、本システム導入のインセンティブをより高めていけるのではないかと考える。 
・事業の費用対効果の評価を、さらに詳細に行って欲しい。 



 
 
3. 評点結果 
 

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性 2.8 A A B A A 
２．実証事業マネジメント 2.8 B A A A A 
３．実証事業成果 2.6 A A B B A 
４．事業成果の普及可能性 2.4 A B B B A 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 

 
 
 
 

・CO2 削減効果については、DR リソースとして変動性再エネの出力抑制回避という観点からも含めて良かった

のではないか（結局は石炭火力の焚き減らし、ということとは思うが）。 
・国内で展開するために、本事業成果で得られた蓄熱式ヒートポンプ空調の制御性データを、日本での市場設計・

要件にあてはめた際、どのような市場メニューで参入できるか等について、可能であれば事後での評価も追加い

ただくのがよいと思う。 
・事業の普及可能性については、概ね現状の電力システムにおける諸条件で検討がなされたものと理解している。

もう少し将来を見据えて、再生可能エネルギーの導入拡大などの影響を受けた解析条件の変化を考慮することが

できれば、より多様なシナリオに基づいて評価ができたのではないか。特に、当該技術が日本へ適用された場合に

ついての試算は、今回試算対象となっている海外諸国と少なからず条件が異なると考えられるため、日本におけ

る普及可能性についてはより具体的に解析する必要があったと感じられる。小規模リソースのアグリゲーション

に際しては通信等に係るシステム構築のコストが生じる点については、より具体的な数字を交えた議論ができれ

ば更に有用な知見になったと思われる。また、需要家への影響については気候の特徴が大きく異なることから、ど

のような評価方法が妥当であるか検討が必要であろう。 

2.4 

2.6 

2.8 

2.8 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．事業成果の普及可能性

３．実証事業成果

２．実証事業マネジメント

１．事業の位置付け・必要性



 
〈判定基準〉   
１．事業の位置付け・必要性  ３．実証事業成果 
・非常に重要         →A 
・重要            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当性がない、又は失われた →D 

 ・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

  
２．実証事業マネジメント  ４．事業成果の普及可能性 
・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね適切          →C 
・適切とはいえない      →D 

 ・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 2 章 評価対象事業に係わる資料 
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06:00 16.0 14.3 89%

07:00 24.0 19.1 80%

08:00* 25.0 16.1 64%

09:00 15.0 14.5 97%

10:00 13.0 13.3 98%

11:00 25.0 23.8 95%

12:00 21.0 19.4 92%

13:00 21.0 19.5 93%

14:00 17.0 16.6 98%

15:00 25.0 23.4 94%

16:00 18.0 17.5 97%

17:00 17.0 16.1 95%

18:00 16.0 14.3 89%

*Event: No success
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21

: DR
Cp.Grande, 2019 10 7

24: DR Cp.Grande, 2019 10 7

25: : DR Cp.Grande, 2019 10 7



•

•

22
26:

27: DR

•

•

  

  

> 0.10 0.5 <
  

  

< 1.50

23
28:

:



•

•

•

•

•

2429:

•

•

•

•

•

•

 =



 =




 

   



 







=
1







25
30:

Coefficient of Variation between aggregated and

individual buildings

31:



26



•

•

•

• 

•





27



•

•

•

•

•

•

•



28

•

•

•

•

•

•



29



•

• 


•



30

•

•

•



31



•

•

•

•

•

•

•

•

•



32

Portugal Great Britain Germany Spain France Italy Netherlands Belgium

Buildings 2.0 3.5 4.0 4.0 3.5 3.0 2.5 2.5

Commercial Building Floor Area 1 4 5 4 4 1 4 2

Commercial Energy Intensity 3 3 3 4 3 5 1 3

Weather 2.0 4.0 4.0 2.0 3.0 2.0 3.0 3.0

Cooling + Heating Degrees 2 4 4 2 3 2 3 3

Demand Response 1.3 4.0 3.0 1.3 4.5 2.8 2.5 2.8

Capacity 1 5 1 1 5 5 1 1

Wholesale 1 3 3 1 5 1 3 1

Ancillary Services 1 5 3 1 5 1 3 5

Imbalance Price 2 3 5 2 3 4 3 4

AC Sales 3.0 5.0 4.0 3.0 5.0 4.0 2.0 2.0

AC Sales 3 5 4 3 5 4 2 2

RESULTS 8 17 15 10 16 12 10 10
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432,000.00 €

50,000.00 €

15,000.00 €

12,000.00 €

35,000.00 €

1,200.00 €

7,500.00 €
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参考資料 評価の実施方法 
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「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業／ 
ポルトガル共和国における自動ディマンドレスポンス実証事業」 

個別テーマ／事後評価に係る評価項目・基準 
 

 

１．事業の位置付け・必要性 

(1) 意義 

・ 対象技術について、国際的な技術水準や競合技術の状況が適切に分析され、我が国が

強みを有するといえるものであったか。 

 

(2) 政策的必要性 

・ 案件の発掘、実証要件適合性等調査及び実証前調査でのプロポーザル、実証での売り

込みなどのフロー全体を通じて、我が国の省エネルギー、新エネルギー技術の普及が

促進され、世界のエネルギー需給の緩和を通じた我が国のエネルギーセキュリティの

確保に資するものであったか。また、温室効果ガスの排出削減に寄与するものであっ

たか。 

・ 当該フロー全体を通じて、技術の普及に繋がる見通しが立っていたか。 

・ 同時期以前に同じ地域で、同じ技術の実証や事業展開がなされていなかったか。 

・ 日本政府のエネルギー基本計画等の政策の趣旨に合致していたか。 

・ 対象国政府との政治・経済的な関係を考慮した効果的なアプローチとなっていたか。 

  

(3) NEDO 関与の必要性 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことにより、公的

資金による実施が必要とされるものであったか。とりわけ、技術的な不確実性の存在、

普及展開を図る上での運転実績の蓄積、実証を通じた対象国における政策形成・支援

の獲得など、実証という政策手段が有効であったか。 

・ 採択時点で想定していた事業環境や政策状況に関する将来予測・仮定について、実証

終了時点の状況との差異が生じた要因を分析した上で、採択時における将来予測・仮

定の立て方が妥当であったか。また、将来予測・仮定の見極めにあたり今後どのよう

な改善を図るべきか。 

 

２．実証事業マネジメント 

(1) 相手国との関係構築の妥当性 

・ 対象国と日本側との間で、適切な役割分担及び経費分担がされたか。 

・ 対象国において、必要な資金負担が得られていたか。 

・ 対象国における政府関係機関より、電力、通信、交通インフラ、土地確保等に関する

必要な協力が得られたか。今後の発展に資する良好な関係が構築できたか。 

・ 当該実証事業は、対象国における諸規制等に適合していたか。 
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(2) 実施体制の妥当性 

・ 委託先と対象国のサイト企業との間で、実証事業の実施に関し協力体制が構築された

か。サイト企業は必要な技術力・資金力を有していたか。 

・ 委託先は、実証事業の実現に向けた体制が確立できていたか。当該事業に係る実績や

必要な設備、研究者等を有していたか。経営基盤は確立していたか。 

 

(3) 事業内容・計画の妥当性 

・ 実証事業の内容や計画は具体的かつ実現可能なものとなっていたか。想定された課題

の解決に対する方針が明確になっていたか。 

・ 委託対象経費について、費用項目や経費、金額規模は適切であったか。 

・ 標準化の獲得が普及促進に資すると考えられる場合、標準化に向けた取組が適切に検

討されていたか。 

・ 事業の進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機敏か

つ適切に対応していたか。 

 

３．実証事業成果 

(1) 事業内容・計画の達成状況と成果の意義（省エネ又は代エネ・CO2 削減効果を含む） 

・ 事業内容・計画目標を達成していたか。 

・ 未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成までの課題を把握し、

この課題解決の方針が明確になっているなど、成果として評価できるものであった

か。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られていたか。 

・ 設定された事業内容・計画以外に成果があったか。 

・ 実証事業に係る省エネ効果又は代エネ効果、CO2 削減効果は妥当な水準であったか。 

 

４．事業成果の普及可能性 

(1) 事業成果の競争力 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国において需要見込みがあるか。将来的に市場の

拡大が期待できると考えられるか。（調査実績を例示できることが望ましい。） 

・ 普及段階のコスト水準や採算性は妥当と考えられるか。また、実証事業終了後から普

及段階に至るまでの計画は、事業化評価時点のものより具体的かつ妥当なものになっ

ていると考えられるか。（事業化評価段階時に報告確認された売上と利益見込みが更

新されているか。） 

・ 競合他者に対する強み・弱みの分析がなされているか。特に、競合他者に対して、単

純な経済性だけでない付加価値（品質・機能等）による差別化が認められるか。 

・ 想定される事業リスク（信用リスク、流動性リスク、オペレーショナルリスク、規制

リスク等）が棚卸されているか。その上で、これらリスク係る回避策が適切に検討さ

れているか。 
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(2) 普及体制 

・ 営業、部材生産、建設、メンテナンスなどの役割分担毎に、技術提携や合弁会社の設

立など、ビジネスを実施する上での体制が検討されているか。（既に現地パートナー

との連携実績がある、現地又は近隣地に普及展開のための拠点設置につき検討されて

いることが望ましい。） 

・ 当該事業が委託先の事業ドメインに合致している、又は経営レベルでの意思決定が行

われているか。 

 

(3) ビジネスモデル 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国での普及に向けて、具体的かつ実現可能性の高

いビジネスプランが検討されているか。 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国において、普及に資する営業活動・標準化活動

が適切に検討されているか。 

・ 日本企業が継続的に事業に関与できるスキームとなっていることが見込まれるか。 

・ 標準化の獲得が普及促進に資すると考えられる場合、標準化を考慮したビジネスプラ

ンが検討されているか。 

 

(4) 政策形成・支援措置 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国において、普及のために必要な政策形成・支援

措置が検討されているか。 

 

(5) 対象国・地域又は日本への波及効果の可能性 

・ 当該技術の普及が、対象国・地域や日本におけるエネルギー問題、二酸化炭素排出、

インフラ整備、雇用、人材育成等、各種課題の解決への貢献又は波及効果が期待でき

るか。 

 


